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大 阪 府 の 財 政 状 況

大 阪 府 債 の 状 況

令和５年度普通会計決算の状況

Ⅰ

Ⅱ

(2)

(3)

大 阪 府 財 政 運 営 基 本 条 例(1)

財 務 指 標 の 比 較

Ⅲ 大 阪 府 の 成 長 戦 略

2

(4) 令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 の 状 況
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基
本
理
念
及
び
主
な
内
容

⚫予算編成過程など財政情報の積極的な公表

⚫新公会計に基づく財務諸表の公表

・ 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 や 府 域 の 実 情 に 応 じ た 施 策 を 自 主 的 ・ 総 合 的 に 実 施 す る た め 、 府 の 財 政 運 営 に 関 し て
基 本 と な る 事 項 を 定 め る こ と に よ り 、 健 全 で 規 律 あ る 財 政 運 営 の 確 保 を 図 り 、 府 民 の 福 祉 の 維 持 向 上 に 資 す
る こ と を 目 的 に 平 成 ２ ４ 年 ２ 月 に 施 行

⚫中長期の財政状況の試算・公表

✓予算審議や計画的な財政運営のため、１０年以上の中長期試算を公表

⚫減債基金・財政調整基金への計画的な積立て

✓決算剰余金を財政調整基金に編入

１ 規律の確保

２ 計画性の確保

３ 透明性の確保

⚫収入の範囲内で予算を組む

✓適切な府債の発行

✓基金からの借入禁止の明確化

⚫財政のリスクマネジメント

✓環境変化に伴う事業の見直し・撤退への適切な対応

⚫権限・責任・受益に応じた適切な費用負担

✓他の当事者との適切な役割分担・費用負担
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歳入総額（Ａ）
３兆３，５８４億円

（対前年度比▲５，８４２億円）
歳出総額（Ｂ）

３兆３，２５６億円
（対前年度比▲５，６９８億円）

形式収支（Ｃ＝Ａ－Ｂ）
３２９億円

（対前年度比▲１４４億円）
翌年度へ
繰越すべき財源（Ｄ）

１７３億円
（対前年度比▲６５億円）

・ 実 質 収 支 ( 注 ) は １ ５ ５ 億 円 と な り 、 １ ６ 年 連 続 の 黒 字
・ 決 算 規 模 は 歳 入 ・ 歳 出 と も 縮 小

実質収支（右軸）

歳出決算（左軸）歳入決算

＜歳入歳出決算額と実質収支の推移＞
（単位：億円）

155

実質収支（Ｃ－Ｄ）
１５５億円

（対前年度比▲７９億円）

（注）実質収支は、歳入総額から歳出総額及び翌年度へ繰越すべき財源を除いたもの

（年度）
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歳入の状況
・ 景 気 の 緩 や か な 回 復 を 背 景 と し た 法 人 二 税 の 増 な ど に よ り 、 府 税 収 入 は 過 去 最 高

額 と な っ た が 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 関 連 経 費 の 減 に 伴 う 国 庫 支 出 金 の 減
な ど に よ り 、 全 体 と し て は ５ ， ８ ４ ２ 億 円 の 減

府税
14,781 

地方

譲与税
1,706 

地方

交付税
3,400 

国庫

支出金
3,415 

地方債
1,414 

その他
8,868 

3兆

3,584億円

R４決算 R５決算 増減

府税収入等 1兆6,212億円 1兆6,448億円 （+236億円）

うち法人二税等 6,606億円 6,755億円 （+149億円）

うち地方消費税 4,406億円 4,352億円 （▲54億円）

府税関連実質収入 １兆3,083億円 １兆3,215億円 （+132億円）

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（億円）
府税収入等（地方消費税清算後） うち法人二税等 うち地方消費税

R4決算 R5決算

府税／歳入 36.9% 44.0%

自主財源比率 62.7% 70.2%

起債依存率
（臨財債除く）

3.1%

（2.1%）
4.2%

（2.2%）

（経常一般財源） 1兆6,560億円 1兆7,212億円
※ 府税は、地方消費税清算後の金額
※ 自主財源比率：地方公共団体が自主的に収入しうる財源（地方税・分担金及び

負担金・使用料・手数料・財産収入等）の歳入総額に占める割合
※ 経常一般財源：地方税、地方交付税など毎年度連続して経常的に収入され、

自由に使用できる財源

※ 府税収入等：地方消費税清算後の府税に、H29～R1は地方法人特別譲与税、
R2以降は特別法人事業譲与税を含む金額

※ 法人二税等：法人二税に、 H29～R1は地方法人特別譲与税、
R2以降は特別法人事業譲与税を含む金額

※ 府税関連の実質収入：府税収入等のうち、実質的な財源となる金額
（府税＋譲与税＋精算金収入）－（税関連の市町村交付金、精算金支出、還付金等）
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人件費
6,582 

扶助費
710 

公債費
3,839 

投資的

経費
1,885 

補助費等
11,452 

貸付金
6,171 

積立金
580 

その他
2,037 

3兆

3,256億円

R4決算 R5決算

人件費 6,753億円 6,582億円

公債費 3,994億円 3,839億円

投資的経費 1,857億円 1,885億円

（経常的経費に充当され
た一般財源額） 1兆6,925億円 1兆6,763億円

（社会保障関係経費） 1兆1,474億円 8,119億円

うち義務的経費 5,647億円 6,009億円

5,071 5,046 5,093 5,042 5,003 5,134 5,209 

508 504 467 440 415 409 179 

1,188 1,169 1,168 1,179 1,174 1,210 1,194 

6,767 6,719 6,728 6,662 6,591 6,753 6,582 

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（億円）
■人件費の推移

職員給 退職手当 その他

※ 経常的経費：人件費、扶助費、公債費など団体が行政活動を行うために年々継続し、固定的に支出される経費

歳出の状況

※ 社会保障関係経費：民生費（ただし、災害救助費を除く。）、衛生費及び教育費（ただし、私立幼稚園等にかかる施設型給付費等負担金、子育て支援施設等利用給付費負担金、
高等教育の修学支援新制度にかかる授業料等減免分のみを計上）から、それらに係る人件費を除いた額としている。

（年度）

（年度）

・ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 関 連 経 費 の 減 な ど に よ り 、 全 体 と し て は ５ ， ６ ９ ８ 億 円
の 減

5,745 5,602 5,879 

9,804 

10,815 
11,474 

8,119 

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（億円）
■社会保障関係経費の推移

（年度）



■財政力指数 ■経常収支比率
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■実質公債費比率

※ 財政力指数：地方公共団体の財政力(体力)を示す指数
※ 経常収支比率：経常一般財源が、経常的経費 にどの程度充当されているかを示す比率
※ 実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
※ 将来負担比率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

0.78 0.79 0.79 0.79
0.75 0.74 0.73

0.52 0.52 0.52 0.52 0.50 0.49 0.49
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0.6

0.8

1

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

大阪府 全国平均
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大阪府 全国平均

財政力指数は、前年度に比べて0.01ポイント悪化 経常収支比率は、前年度に比べて4.8ポイント改善

（年度）（年度）
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173.8 
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130.9 
123.3 118.4 

173.1 173.6
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H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

大阪府 全国平均
■将来負担比率

実質公債費比率は、前年度から0.8ポイント改善 将来負担比率は、前年度より4.9ポイント改善

（年度）（年度）



当初予算 令和６年度 令和７年度 増減額 前年度比

一般会計 ３兆 1,972 億円 ３兆 2,７１４ 億円 ＋ ７４２ 億円 ＋ ２.３％

特別会計 ２兆 8,903 億円 ３兆 １,１０７ 億円 ＋ ２,２０４ 億円 ＋ ７.６％

8

・財政規律を堅持しつつ2025年大阪・関西万博の成功に向けた取組や、新・成長戦

「Beyond EXPO 2025」の検討状況を踏まえ、速やかに着手する必要のある大阪の

持続的な成長・発展のための取組に限られた財源を重点配分

当初予算額（一般会計）の推移

※当初予算額（一般会計）は地方消費税清算後ベース

※ 各表において、端数処理のため計と内訳が一致しない場合がある

□ 税関連歳出の増（市長村への地方消費税交付金等）
□ 社会保障関係経費
□ 給与改定の実施などによる人件費の増

＋ 538億円
＋ ４６６億円
＋ 141億円

□ 公債管理特別会計及び地方消費税清算
特別会計（元金償還等の増） ＋ ２,４４０億円

主な増減要因（特別会計）

主な増減要因（一般会計）

2.55 2.60 2.64 

3.51 
3.78 3.64 

3.20 3.27 

0

1

2

3

4

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（兆円）



３兆２,７１４億円

12,285 
13,052 13,246 12,990 

14,290 

6,653 

3,578 
4,111 

3,737 
3,407 

18,938 

16,630 

17,357 
16,727 

17,697 

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

R3決算 R4決算 R5決算 R6当初 R7当初

実質税収

府税
16,283億円

49.8%

地方譲与税

1,827億円

5.6%

地方交付税
3,367億円
10.3%

国庫支出金
2,569億円

7.9%

府債1,101億円

3.4%

その他
7,567億円

23.1%

（億円）

9

歳入の内訳

➢ 実質税収の増加の影響により、 実質一般財源（実質税収＋地方交付税等）は増加

実質一般財源の推移

実質税収：（府税＋譲与税＋精算金収入）－（税関連の市町村交付金、精算金支出、還付金等）

地方交付税等：地方交付税＋臨時財政対策債＋地方特例交付金

地方
交付税等
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➢ 義務的経費(人件費、社会保障関係経費、公債費)及び税関連歳出が歳出全体の６割以上を占める状況
➢ 後期高齢者医療費や各種福祉関係の給付費などの増により、社会保障関係経費が増加
➢ 一般施策経費・建設事業費は約４割を占め、大阪の成長・発展に資する事業に重点的に投資

社会保障関係経費の推移

64.5％

35.5％

2,830 2,972 3,138 3,255 
3,637 

1,232 1,249 
1,315 1,404 

1,461 
1,492 1,500 

1,532 
1,588 

1,615 5,554 5,721 
5,985 

6,247 

6,713 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

R3当初 R4当初 R5当初 R6当初 R7当初

障がい・介護・児童福祉関係 後期高齢者医療関係 その他

社会保障関係経費の主な増要因
○ 障がい・介護・児童福祉関係 ： 定期的に実施される福祉サービスの報酬改定や
近年の処遇改善（単価の増）
加えて、サービス供給量が増加傾向（利用者の増）

○ 後期高齢者医療関係 ： R4からR6にかけて団塊の世代が順次75歳となり
R7以降は団塊の世代すべてが後期高齢者医療制度の対象（利用者の増）

歳出（性質別）の内訳

3兆２,７１４億円

（億円）



133億円

財政調整基金残高

R6
（最終補正前）

R7
（当初）

残高 1,554

R6
（最終）

133

取崩の縮減 711億円

取崩 520

残高2,266

残高1,746

（億円） Ｒ5決算剰余金
（133億円）

434 

1,256 
1,385 1,438 1,500 1,612 1,602 

1,479 1,475 1,489 1,562 
1,706 

2,037 2,171 2,262 2,266

1,746

0

500

1,000

1,500

2,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（最終）R7（当初）

11

・年度間の財源の調整を図り、財政の健全な運営に資するため資金を積み立てる目的で設置
・積立目標額1,400億円（令和15年度末） ⇒府税収入の急激な減少、災害に伴う歳出の増加その他臨時的な歳入の減少又は歳出の増加を伴う

事象に対応するために、10年以内に達成すべき目標額

財政調整基金とは

※1 H21~R5は決算額
※2 地方交付税算定における精算制度等への対応のための一時的な積立分を含まない

（億円）

財政調整基金残高（年度末）の推移

（年度）

➢ 令和７年度末に積立⽬標額を確保できる⾒込みだが、今後も収⽀不⾜が⾒込まれるなか、財政リスクに対応していくため、
引き続き安定的な確保に努める

取崩 841

（当初680＋補正161）

取崩
130

財政調整基金の状況



大 阪 府 の 財 政 状 況

大 阪 府 債 の 状 況

起 債 運 営 に お け る 考 え 方

Ⅰ

Ⅱ

(1)

(2) 令和７年度発行計画及び令和６年度発行実績

Ⅲ

(3) 府 債 発 行 額 の 推 移

(4) 府 債 残 高 の 推 移

大 阪 府 の 成 長 戦 略

(5) グ リ ー ン ボ ン ド に つ い て

12
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・府債の地位向上、安定拡大を図る立場から、市場公募債を中心とした考え方のもと発行計画を策定

・発行計画を公表し、計画的な府債発行を実施
（市場公募債は５年債・１０年債を、引合方式（※）にて毎月定例発行）

※ 「引合方式」とは入札方式とシ団引受方式を組み合わせた調達方法で、調達の安定性を確保しつつ、発行条件の透明性も確保
現時点では大阪府が唯一採用

１．安定的かつ効率的な調達の推進

・フレックス枠は、発行計画の策定に際し、時期や年限、総額等をあらかじめ定めず機動的に発行する枠

・市場環境に応じて柔軟な形態で起債

・投資家の皆様のニーズに沿った起債運営の実現

２．フレックス枠を活用した柔軟な起債

・大阪府の財政状況、今後の施策の方向性の周知を図り、安定的な資金調達を推進

・投資家の皆様のニーズに沿った起債運営を実現するため、積極的なＩＲ活動を実施

３．投資家や市場関係者の皆様との対話を重視した起債運営



区分 年限 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

市場
公募債

10年
100

（0.793）
100

（0.940）
100

（1.038）
100

（1.138）
100

（0.965）
100

（0.973）
100

（0.991）
100

（1.085）
100

（1.153）
100

（1.237）
100

（1.353）
100

（1.531）

5年
100

（0.418）
100

（0.557）
100

（0.520）
100

（0.613）
100

（0.486)

100

（0.555)

100

（0.631）
100

（0.749）
100

（0.768）
100

（0.895）
100

（1.050)

100

（1.180)

銀行等
引受債

証券
（5年）

-
- 100

（0.520）
- - - - -

100

（0.768）
- - -

証書
- -

10年定時
200

※
- - - - -

10年定時
200

※
- - -

フレックス枠 - - - - -

20年満括
130

（1.767）
15年満括

70

（1.517）

- -

グリーンボンド

15年満括
50

（1.632）

- - -

共同発行債 10年
100

（0.856）
100

（0.986）
- -

100

（0.963）
100

（1.028)

100

（1.029)

100

（1.111）
-

100

（1.286)

100

（1.380)
-グリーン共同債

20

（1.162）

14

区分 年限 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

市場
公募債

10年 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1,200

5年 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1,200

計 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 2,400

銀行等
引受債

証券
（5年）

100 100

証書 200 200

フレックス枠 700±α 700±α

共同発行債 10年 820 820

合計 4,220±α

（単位：億円）

【令和６年度発行実績】

【令和７年度発行計画】※本計画は、民間資金にかかる月別の発行予定額であり、市場環境等により変更する場合がある。

（単位：億円・（ ）内は％）

※ 利率等については大阪府ＨＰ「大阪府債ＩＲ情報」を参照 https://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/kosai2/index.html 



1,021 1,042 980 1,069 1,110 895 812 1,408 1,180 1,314 

1,585 1,632 1,490 
2,212 

2,800 

409 667 
310 297 -

4,202
4,904 4,608 4,866

3,525 3,467 3,609 3,011 2,919 3,266

2,605 2,674 2,470 

3,281 
3,910 

1,304 1,479 1,718 1,477 
1,314 

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

 H29  H30  R1  R2  R3  R4  R5 R6

（当初）
R6

（補正後）
R7

（当初）

その他
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年度
区分

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
R6 R7

当初 最終 当初

一般会計 2,404 2,413 2,314 3,087 3,682 1,132 1,331 1,516 1,266 1,101

特別会計 201 261 155 194 228 172 148 202 211 213

新発債計 2,605 2,674 2,470 3,281 3,910 1,304 1,479 1,718 1,477 1,314

臨財債等 1,585 1,632 1,490 2,212 2,800 409 667 310 297 0

その他 1,021 1,042 980 1,069 1,110 895 812 1,408 1,180 1,314

借換債 4,202 4,904 4,608 4,866 3,525 3,467 3,609 3,011 2,919 3,266

合計 6,808 7,579 7,078 8,147 7,435 4,771 5,088 4,729 4,396 4,580

（億円）

（単位：億円）

・新発債については、令和４年度以降は、令和３年度以前と比べて、「臨財債等」が減少
・令和７年度は「臨財債等」発行額がゼロとなるほか「その他」の減少により、府債発行額は令和６年度当初予算額と比べ減少

臨財債等 借換債

※ 臨財債等：税や交付税の代替として新規に発行したもの（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）

※ そ の 他：「新発債計」から「臨財債等」を除いたもの（地方財政法第5条に基づき公共施設又は公用施設の建設事業費の財源に充当した府債等）

（年度）

※ R5までは決算額、R6は当初予算額及び最終予算額、R7は当初予算額
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年度
区分

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

一般会計 53,661 53,626 53,575 54,042 55,546 54,014 52,832 51,151 48,939

特別会計 8,070 7,776 7,491 7,331 7,194 7,024 6,350 6,194 5,961

全会計計 61,731 61,402 61,065 61,374 62,741 61,038 59,182 57,345 54,900

臨財債等 32,661 33,089 33,244 33,898 35,550 34,590 33,596 32,295 30,515

その他 29,069 28,313 27,822 27,476 27,190 26,447 25,585 25,050 24,385

29,069 28,313 27,822 27,476 27,190 26,447 25,585 25,050 24,385 

32,661 33,089 33,244 33,898 35,550 34,590 33,596 32,295 30,515 

61,731 61,402 61,065 61,374 62,741 61,038 59,182 57,345 
54,900 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円）
臨財債等 その他

・府債残高（全会計）は、前年度と比べ減少
・臨財債等を除く府債残高は、平成１９年度以降減少

※ R5までは決算額、R6は最終予算額、 R7は当初予算額

※ 臨財債等：税や交付税の代替として発行したもの（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）

※ そ の 他：「全会計計」から「臨財債等」を除いたもの（地方財政法第5条に基づき公共施設又は公用施設の建設事業費の財源に充当した府債等）

（年度）

（単位：億円）
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①環境への取組み
二酸化炭素排出量を削減する緩和策に加え、気候変動による自然災害の影響を軽減・回避する適応策を推進

②国際金融都市の実現に向けた取組み
サステナブルファイナンスを積極的に推進するとともに、投資家や事業者など幅広いステークホルダーとの連携により、金融面からＳＤＧｓ
を強力に推進

グリーンボンド発行の目的・背景

⚫ 「2030大阪府環境総合計画」及び「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」などを基に、グリーンボンド・フレームワークを策定

⚫ 第三者機関である株式会社日本格付研究所（JCR）からセカンド・パーティ・オピニオンを取得、国際資本市場協会（ICMA）や環境省の原則等に適

合していることを確認

✓ 気候変動への適応 ✓ 生物自然資源及び土地利用に係る

環境持続型管理

✓ クリーン輸送

大阪府グリーンボンド・フレームワークの概要

なにわ筋線（大阪駅付近）自然資源に配慮した緑地（服部緑地）

城北立坑 寝屋川北部地下河川

総合治水対策として大深度地下を使用した

城北立坑等を整備

≪調達資金の使途（グリーン適格プロジェクト分類ごとの事業例）≫
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▌ 令和５年度発行分 資金使途・環境改善効果等の一覧 ▌令和５年度発行分 資金充当事業の例

詳細については大阪府HP「グリーンボンド」中、インパクトレポーティングを参照
https://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/kosai2/greenbond.html

安威川ダム建設事業

高潮対策事業

河川改良事業

100年に一度の大雨（時間雨
量80mm程度）への対応とし
て、治水対策のためダム建設
事業を推進

気候変動による
海面上昇などを
考慮した高潮へ
の対策に加え、
南海トラフ巨大地
震による津波にも
対応できるよう、
既存水門の更新
事業を実施

治水安全度が低
く、過去に水害を
被るなど緊急に
治水対策を要す
る箇所について、
河川改修事業を
実施

グリーン適格プロジェクト分類 （対象プロジェクト）
充当額

（百万円）
整備実績／環境改善効果

気候変動への適応 ３，８５３

堤防や洪水
調整施設等
の整備

（①河川改良事業） ７４９ 河川数（28河川）

（②河川改良事業（寝屋川水系）） ２７０ 事業件数（6件）

（③安威川ダム建設事業） ９６８ 進捗率（100％）

（④高潮対策事業） ７７６ 河川数（7河川）

土砂災害

防止施設

（砂防堰堤等）

の整備

（⑤道路施設の災害対策（道路法面の対策等）） １２１ 対策箇所（14箇所）

（⑥治山事業） ２３１ 整備面積（51.6ha）

（⑦急傾斜地崩壊対策事業） １２９ 地区数（8地区）

（⑧砂防施設整備事業） １８８ 渓流数（27渓流）

（⑨砂防修繕事業） ３７ 地区数（3地区）

道路の無電柱化 （⑩道路の無電柱化事業） １４６ 整備距離（1.0km）

ため池等の総合的な防災・減災対策（⑪農地防災事業） ２３８ 地区数（34地区）

気候変動への適応・生物自然資源及び土地利用
に係る環境持続型管理（⑫公園緑地の創出）

４１０ 整備面積（1.37ha）

クリーン輸送 ７３７

⑬大阪モノレールの延伸 ５１３

削減量（ ※） ： CO ₂ ： 2,713 ト ン / 年

NOｘ：12トン/年

※ 開業時の推定量

⑭なにわ筋線の整備 ２２４

削減量（※）：CO₂：約1,300トン/年

NOｘ：約6トン/年

※ 開業時の推定量

合 計 ５，０００



大 阪 府 の 成 長 戦 略

大 阪 府 債 の 状 況

Ⅲ

Ⅱ

(2)

大 阪 ・ 関 西 万 博 を 契 機 と し た
「 未 来 社 会 」 の 実 現 に む け て

(1)

大 阪 の 都 市 魅 力

Ⅰ 大 阪 府 の 財 政 状 況
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③ 空飛ぶクルマ
■会場内の遊覧・観覧体験や会場外
ポートとの２地点間運航を実現
≪国への提案・要望≫
▶万博における商用運航の実現

□都心部中心を含む商用運航の拡大
≪国への提案・要望≫
▷万博で得たノウハウなどを定着・発展させ、商用運航の全国的

な展開に向けた支援

④ 自動運転
■会場内及び会場アクセスでの
自動運転（レベル４）の実現
≪国への提案・要望≫
▶万博会場内および会場アクセスにおいて自動運転の実現

□自動運転の社会実装
≪国への提案・要望≫
▷万博で実現した自動運転での移動サービスの普及拡大

⑤ MaaS（マース）
■万博来訪者向けのMaaS構築

□関西広域でMaaSが拡大
≪国への提案・要望≫
▷関西広域でストレスフリーな移動サービスの提供

⑥ ゼロエミッションモビリティ
■会場アクセス等でのEV・FCバス/船の活用

□府域の路線バスの５割をEV・FCバスへ(更新分）
□EV・FC船の実用化
≪国への提案・要望≫
▷ゼロエミッションモビリティの万博アクセス等での活用とその後

の普及拡大

２．モビリティ ３．環境１．健康・医療

５．観光・文化、おもてなし

４．スマートシティ、スタートアップ

① ライフサイエンス
■大阪・関西の最先端の取組みを会場内外で発信
≪国への提案・要望≫
▶再生医療をはじめとする最先端の医療の姿を会場内外で効
果的に発信

□再生医療の普及と産業化の進展
□再生医療の提供による国際貢献
≪国への提案・要望≫
▷万博で発信した最先端医療を国内外の患者に届けることで
世界に貢献。そのために不可欠な再生医療の産業化に必要
な支援

▲ミライのヘルスケア体験
(出典)大阪パビリオン出展基本計画案

【２０２４年８月改訂版】

② 次世代ヘルスケア
■大阪ヘルスケアパビリオンで個人のPHRをもと
にパーソナライズされた健康プログラムを提案

□次世代ヘルスケアサービスの拡大による住民の
健康増進

≪国への提案・要望≫
▷健康長寿社会の実現に向けた次世代ヘルスケアサービスの
創出の促進

⑦ カーボンニュートラル
（最先端技術の開発・実用化）

■最先端技術の実証・活用
≪国への提案・要望≫
▶カーボンニュートラルに係るわが国の最先端技術の会場内外で
の発信

□万博で活用した最先端技術の実用化
≪国への提案・要望≫
▷万博で発信した最先端技術の実用化や、

世界を先導する新たな技術開発の促進

⑦ カーボンニュートラル
（事業者や府民の行動変容）

■カーボンニュートラルに向けた
行動変容の動機づけ
≪国への提案・要望≫
▶カーボンニュートラルを体現する万博の開催

□脱炭素行動の定着
≪国への提案・要望≫
▷万博で実践した仕組みの定着や拡大により、府民・事業者の行
動変容の加速化

⑧ 大阪ブルー・オーシャン・ビジョン
■「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」の実現に向け
た取組みの発信

□大阪湾に流入するプラごみ半減
□既存のプラスチック製品製造からの業種転換の
拡大
≪国への提案・要望≫
▷大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの実現に向け、万博で活用し
た最先端技術の実用化や、新たな技術開発の促進

⑨ スマートシティ
■スーパーシティを活用し、未来社会をいち早く
実現
≪国への提案・要望≫
▶最先端サービスの活用による未来都市の実現

□デジタルサービスの広がりにより、便利で快適
にいきいきと生活できる未来社会の実現
≪国への提案・要望≫
▷大阪スマートシティ戦略の推進やスーパーシティ構想の実現
に向け、万博で活用した先端的サービスの府域展開やサービ
スの高度化

⑩ スタートアップ
■「Global Startup EXPO 2025」（仮）の開
催により革新的な技術・サービスを世界に発信
≪国への提案・要望≫
▶スタートアップの創出・育成と万博での革新的な技術・サービ
スの世界への発信

□世界トップレベルのスタートアップ集積拠点の
実現
≪国への提案・要望≫
▷万博での取組みを継承し、世界トップレベルのスタートアップ
集積拠点を実現するため、スタートアップの創出・育成を強力
に推進

▲大阪・関西のライスサイエンス拠点等

⑪ 多様な都市魅力の創出・発信
■万博来訪者の大阪・関西、日本各地への周遊・
滞在を促進

□訪日外客数6,000万人の目標達成に向け、大
阪・関西が牽引

⑫ 移動の利便性（水上交通ネットワーク構築）

■万博会場を起点とした水上交通ネットワークの
構築

□大阪と関西・西日本エリアとの水上交通ネット
ワーク形成

⑫ 移動の利便性（UDタクシーの普及拡大）
■２０２４年までにUDタクシー導入率25％を実現

□UDタクシーの更なる拡大

⑬ 空港運用の強化
■国内外からの来訪者の万全な受け入れ体制

□更なる来訪者増に向けた受入体制の強化

（出典） トヨタジャパンタクシーHP

◀KIX 保安検査場等のイメージ
（出典）関西エアポートHP

・観光スポット

・交通情報

・万博チケット
・混雑状況

・道路情報

《凡例》
■…万博開催（2025）に向けてめざす姿

□…万博後（2030）に向けてめざす姿

▲水素ステーション

▲次世代型太陽電池

▲空飛ぶクルマ実機を用いた

試験飛行(R5.12.13)

▲ Nakanoshima Qross
（提供）一般財団法人未来医療推進機構

©成長戦略局
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⚫ 彩 都
・文化学術や国際交流、

産業集積など特色ある機能を

組み込んだ時代を先導する都市づくり

・創薬を中心とするライフサイエンスパーク

などの研究開発拠点の形成

⚫ うめきたプロジェクト
・「みどり」と「イノベーション」の融合拠点

・2024年9月 先行まちびらき

⚫夢 洲
・2025年日本国際博覧会開催地

・統合型リゾート（IR）予定地

⚫ 健 都
・「健康と医療」をコンセプトに、国立循環器病研究セン

ター、国立健康・栄養研究所を核とした国際級の複合

医療産業拠点（クラスター）の形成を推進

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ
ｽﾀｼﾞｵ
ｼﾞｬﾊﾟﾝ

太陽の塔

医療等のイノベーション拠点の形成

チャレンジングな人材の集まるビジネス環境整備

⚫ 関西圏国家戦略特区

医療・バッテリー関連の投資促進

⚫ 関西イノベーション国際戦略総合特区
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⚫ 百舌鳥・古市古墳群
・ 2019年7月、仁徳天皇陵古墳をはじめとする49基の古墳

が世界遺産に登録され、大阪初の世界遺産が誕生

大阪城

⚫ 中之島クロス（未来医療国際拠点）
・再生医療をベースとした未来医療の

実用化・産業化拠点の形成

⚫関西国際空港
・日本初の本格的海上空港であり、

完全24時間運用可能な国際拠点空港

提供：２０２５年日本国際博覧会協会

モビリティとヘルスケアの分野を中心に規制改革

を行い、先端的サービスを展開

⚫ スーパーシティ型国家戦略特区

大阪パビリオンイメージ図

©関西エアポート㈱

©UR都市機構
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収

支

不

足

額

▲ 520
▲ 570

▲ 290

▲ 630

▲ 520

▲ 590

▲ 910

▲ 390 ▲ 380
▲ 350

▲ 230
▲ 280

▲ 170

▲1,400

▲1,200

▲1,000

▲800

▲600

▲400

▲200

0

R7

(2025)

R8

(2026)

R9

(2027)

R10

(2028)

R11

(2029)

R12

(2030)

R13

(2031)

R14

(2032)

R15

(2033)

R16

(2034)

R17

(2035)

R18

(2036)

R19

(2037)

収支不足額

財政調整基金の残高見込額：1,746億円（令和7年度（2025）末見込） ※積立目標額：1,400億円（令和15年度（2033末）

(当初)(億円) (年度)
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内閣府試算の経済成長率・長期金利や歳入・歳出の状況など、現時点で見込むことができる条件を前提に推計
令和12年度（2030）以降について、投資的経費及び一般施策経費は令和11年度（2029）と同額と見込む
この試算は不確定要素を多く含んでおり、将来に向かって相当の幅をもってみる必要

■財政状況に関する中長期試算の前提条件〔令和７年２月版〕
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■財政状況に関する中長期試算の前提条件〔令和７年２月版〕

■推計期間：　令和8～19年度（2026～2037）　　■推計ベース：　令和7年度当初予算案を基本として推計

　　　翌年度の府税の伸び率に反映。

年度
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)
R15

（2033）
R16

（2034）
R17

（2035）
R18以降
（2036）

府税伸び率 +2.7% +1.4% ±0％

（　令和6年2月試算　） +1.7% +1.0% +0.9% +0.8% +0.6%

　※法人二税の超過課税等については継続とする。

地 方 交 付 税 等

一 般 歳 入

特 定 財 源 　○　現行制度をベースに歳出連動とする。  

そ の 他 　○　行政改革推進債の発行、公共施設等整備基金の活用を見込む。

年度
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)
R15

（2033）
R16

（2034）
R17以降
(2035)

給与水準上昇率 +1.7% ±0%

（　令和6年2月試算　） +1.1%

社 会 保 障
関 係 経 費

年度
R7

(2025)
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)
R15

(2033)
R16以降
（2034）

10年債金利 1.5%

（　令和6年2月試算　） 1.3% 1.6%

※　5年債の金利設定については別途算定

税 関 連 歳 出 　○　府税の伸びに連動とする。

投 資 的 経 費
一 般 施 策 経 費

1.5%

1.8% 1.9%

　○　事業費が大きい又はその変動が大きく、財政収支への影響が大きいと考えられる一部の事業については、原則として令和11年度（2029）まで
       個別に積み上げ、令和12年度（2030）以降は令和11年度（2029）と同額と見込む。それ以外は、原則として令和7年度（2025）と同額と見込む。

　○　これまでの実績等を基に令和11年度（2029）まで推計し、令和12年度（2030）以降は令和11年度（2029）と同額と見込む。
　　　（社会保障の増に係る府負担は、交付税の基準財政需要額に100%算入し、収支に影響しないと見込む）

+0.7%

+0.9% +0.8% +0.7%

+1.1% +1.0% +0.9%

±0％

公 債 費

　○　令和7年度（2025）は、令和6年度（2024）の府債発行実績等を踏まえて1.5%と設定。
　○　令和8年度（2026）以降は、内閣府試算で継続的に0.5％ポイント程度上振れた場合に想定されている過去投影ケースにおける名目長期金利。

1.7%

　※令和7年度（2025）までの税制改正を反映。

　○　府税、社会保障関係経費及び公債費の推計を反映。
　○　地方消費税増税分（1.2%分）は基準財政収入額に100%算入し、収支に影響しない。
　○　臨時財政対策債は推計期間中の発行を見込まない。

　○　譲与税については府税の伸びに連動。財政収支への影響が大きいと考えられる一般歳入の一部については、原則として令和11年度（2029）まで
　　　 個別に積み上げ、令和12年度（2030）以降は令和11年度（2029）と同額と見込む。それ以外は、原則として令和7年度（2025）と同額と見込む。

+0.8%

1.4%

歳
　
　
出

人 件 費

　○　給与水準については、内閣府試算で想定されている過去投影ケースにおける賃金上昇率を反映。

±0%

歳
　
　
入

府 税

　○　「中長期の経済財政に関する試算」（令和7年1月内閣府。以下「内閣府試算」）で想定されている過去投影ケースにおける各年度の名目GDP成長率を、
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・ 厳 し い 財 政 状 況 を 踏 ま え 、 全 国 に 先 駆 け て こ れ ま で 様 々 な 行 財 政 改 革 の 取 組 み を 実 施
・ 平 成 2 0 年 ２ 月 以 降 、 か つ て な い ス ピ ー ド で 改 革 の 取 組 み を 推 進

■平成８年度以降、厳しい改革を実行 （効果額は、最終予算額ベース。また、H８～H１０の行政改革大綱は事業費ベース、その他は一般財源ベース。）

＜H２３～H２５＞
財政構造

改革プラン（案）

《大阪の成長戦略》

＜H２０～H２２＞
財政再建

プログラム（案）

《将来ビジョン大阪》

＜H１７～H１９＞

行財政計画（案）

行財政改革
プログラム（案）

＜H１４～H１６＞

行財政計画（案）

＜H１１～H１３＞

行政改革推進計画

財政再建
プログラム（案）

＜H８～H１０＞

行政改革大綱

財政健全化
方策（案）

バブル崩壊後、
景気対策のため
地方債の発行額

急増

効果額
２，６０１億円

効果額
３，７０３億円

効果額
２，１７５億円

効果額
１，７２６億円

効果額
３，０５４億円

効果額
１，９６５億円

＜H２６＞
行財政改革の

取組み

財政構造改革プラン
（案）を承継

取組額
５９２億円

＜H２７～H２９＞
行財政改革

推進プラン（案）

《大阪の成長戦略》
（改訂版）

効果額
２４２億円

＜H３０以降＞
行政経営の

取組み

（毎年度作成）

出資法人・公の施設改革、全国一スリムな組織づくり、「負の遺産」の整理、事務事業の見直し、人件費カット 等

・ 財 源 不 足 を 補 う た め に 行 っ て い た 減 債 基 金 か ら の 借 り 入 れ は 、 平 成 ２ ０ 年 度 か ら 中 止
・ 平 成 2 0 年 度 以 降 、 か つ て な い ス ピ ー ド で 改 革 の 取 組 み を 推 進 し 、 借 り 入 れ た ５ , ２ ０ ２ 億 円 の 計 画 的 な 復 元 を
着 実 に 実 施 し た 結 果 、 令 和 ５ 年 度 末 に 復 元 完 了

Ｈ

借
入

ス
ト
ッ
プ

減債基金
借入累計額
5,202億円

H13～19

20

R5年度末で
復元完了

これまでの減債基金の復元額

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

228 
385 

260 320 280 280 276 273 271 269 264 228 172 
68 52 

155 

129 

53 
61 112 

19 27 11 14 25 
144 165 

134 

91 

385 

51 

H21～R5年度累計
5,202億円

（億円）

当初
予算

決算
剰余金

２月補正

５２

３８３

５１４

３１３

７６６

３９２

２９９ ３０３ ２８４ ２８５
２９４

４０８
３９３ ３５６

１５９

※減債基金・・・府債の償還財源を確保し、財政の健全な運営に資するため資金を積み立てる目的で設置

減債基金の復元完了

これまでの行財政改革の取り組み状況
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大阪府の面積 大阪府の社会資本整備

➢全国総面積に占める割合は0.5％
➢香川県に次ぎ全国で２番目に狭い面積

面積（令和６年10月1日現在）：1,905.34㎢

※ 出典：国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」

大阪府の人口

➢全人口に占める割合は7.0％
➢東京都、神奈川県に次ぎ全国第３位

人口（令和2年10月1日現在）： 8,837,685人

昼間人口（令和2年10月1日現在）：9,182,101人

※ 出典：総務省統計局「令和２年国勢調査」

大阪府の経済規模

主な指標 全都道府県順位

府内総生産

（令和4年度・名目値）

全国２位

［41兆3,204億円］

年間商品販売額

（2023年・卸売業、小売業計）

全国２位

［64兆3,196億円］

会社企業数

（令和3年6月1日調査）

全国２位

［14万2,439企業］

※ 出典：内閣府「県民経済計算」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査」、
総務省統計局「経済センサス―活動調査」

※ 出典：総務省統計局「令和２年国勢調査」

※ 出典：総務省統計局「統計でみる都道府県のすがた2024」

主な社会資本 府域における整備状況

上水道給水人口比率 全国４位［99.7％］

下水道普及率 全国３位［96.3％］

道路実延長

（総面積1km2当たり）
全国４位［10.34㎞］

➢昼夜間人口比率は103.9％
➢東京都に次ぎ全国第２位
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以下のリンクよりご覧いただけます。

⚫普通会計、新公会計制度による財務諸表、公営企業、府指定出資法人、地方独立行政法人の

各種決算情報について

https://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/kosai2/kessan.html

⚫大阪の持続的な成長・発展

https://www.pref.osaka.lg.jp/seicho.html

⚫大阪府におけるＳＤＧｓの取組み

https://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku_keikaku/sdgs/index.html

⚫２０２５年日本国際博覧会（大阪・関西万博）について

https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku_suishin/2025expo/index.html

⚫統合型リゾート（ＩＲ）について

https://www.city.osaka.lg.jp/contents/wdu220/osakair/

⚫国際金融都市ＯＳＡＫＡの実現に向けた取組み

https://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku/osaka-kokusaikinyu/index.html

⚫府市の一体的な行政運営の推進に向けた取組み

https://www.pref.osaka.lg.jp/fukushutosuishin/fushi_ittaiunei/index.html

https://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/kosai2/kessan.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/seicho.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku_keikaku/sdgs/index.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku_suishin/2025expo/index.html
https://www.city.osaka.lg.jp/contents/wdu220/osakair/
https://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku/osaka-kokusaikinyu/index.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/fukushutosuishin/fushi_ittaiunei/index.html


大阪府ホームページ
https://www.pref.osaka.lg.jp/

大阪府債ＩＲ情報ホームページ
https://www.pref.osaka.lg.jp/zaisei/kosai2/index.html

大阪府財務部財政課公債企画グループ
TEL：06-6944-8358
FAX：06-6944-8359

E-mail : zaisei-g55@sbox.pref.osaka.lg.jp

名 前 もずやん
年 齢 13歳（永遠に）
誕生日 10月8日
家 族 お父さん、お母さん、妹、おじいちゃん、おばあちゃん
お仕事 大阪府を世界中のみんなに知ってもらうこと
特 技 四もず熟語、スポーツ全般
好きなこと 探検
好きな食べ物 たこ焼き
将来の夢 いつかオオタカになりたい
X（旧Twitter）アカウント：@osakaprefPR

大阪府公式キャラクター

もずやん


